判例34．措置入院患者の院外での他害行為
報告者：下山
＜事実の概要＞
・本件の経緯
S.61.4/19 県立病院（岩手）に措置入院中のAが院外散歩中に車を盗み逃走、4日後の4/23 am8:00横浜市内で金品を奪取する目的で通行人Bを刺殺
院外散歩は患者25名（措置入院中はA含め2名）引率4名で実施、A逃走時には偶然列が長く伸び３つに分かれた状態、30分自ら捜索した後地元警察及び保健所に通報、連絡
被害者Bの遺族Xらは医師らの職務執行における過失行為により殺人事件が発生と主張、県立病院の設置者であるY（岩手県）に対し国家賠償法1条1項に基づき損害賠償を請求
・Aの略歴
S.51～. 精神分裂病が進行、犯罪や奇行が目立つ。東京で銃刀法違反により逮捕、罰金刑
S.55.4月～. 窃盗をして暮らす7月に 逮捕、執行猶予付き懲役刑も釈放後窃盗繰り返す
S.56.6月. 警察官を崖から突き落とす、叔父宅に灯油をまき点火した文書を放置、逮捕S.57.9月. 公務執行妨害などで懲役刑（裁判で心神耗弱と認定、八王子医療刑務所で服役）精神衛生法による診察で精神分裂病と診断、Yが自傷他害の恐れある精神分裂病と認定
S.58.12月. 当病院に措置入院、入院後も他の患者への他害、「逃げ出したい」などの発言
S.60.6月. 開放的な療法中自動車を盗んで無断離院し窃盗など。保護され病院に戻る。閉鎖的療法に変更も離院の素振りなくやや開放的な作業へ（本件院外散歩もその一環）
・病院側の事情
無断離院発生時：引率者役割分担、医師の具体的注意、要注意患者への特別看護体制なし
本件発生後：無断離院防止の対策（要注意人物の一覧作成、散歩コースの下見及び変更）
・争点
1 病院の医師らのAの無断離院及び本件殺人事件を引き起こすことへの予見可能性　
2 （これらの予見可能性があったとして）結果回避可能性及び義務違反　
3 （これらが認められ医師に過失があるとして）本件殺人事件との間に相当因果関係
＜原告の主張＞
・病院の医師らに結果回避義務違反あり
ⅰ. システム面：患者の管理・連絡体制の確立により防げた。未確立により本件離院は発生
ⅱ. 離院時の看護者：Aを重点的に看護するべきだった、怠ったために無断離院が発生
ⅲ. 発生後の対応：看護者、院長の迅速な連絡により本件殺人事件の発生は防止できた
＜被告の主張＞
・病院の医師らには無断離院の予見可能性なし
無断離院をうかがわせる症状なし、本件前5回の院外散歩にて無断離院の素振りなし
・病院の医師らには本件殺人事件の予見可能性なし
措置入院患者≠他人殺傷可能性、無差別な攻撃性や凶器による他人の殺傷の過去なし
・結果回避可能性もしくは結果回避義務違反なし
看護体制は裁量な上厳重な体制は治療の見地から不相当、散歩の看護者数も裁量（まして一般よりも厳重で問題なし）、離院の経緯から看護師らが防止することは不可能な不可抗力、事後的な義務は果たした
・医師らに過失があるとしても本件殺人事件との間の相当因果関係なし
殺人事件はAの自由意思に基づき実行、病状も合わせ無断離院との間に相当因果関係なし
＜下級審の判断＞
第一審（横浜地裁h.4.4.16）Yに対し国家賠償法1条1項に基づく損害賠償を命じる
・予見可能性
1 無断離院：治療法の変更、無断離院前歴、被害妄想残存、職員への言動を理由に肯定
2 殺人事件：担当医の認識、Aの言動、前科と認識可能性、院内他害行動等を理由に肯定
・回避可能性および回避義務違反
1 回避可能性：院外散歩時の体制を整えていれば容易に防止できたとして肯定
2 回避義務違反：治療法の選択は第一次的には主治医などの裁量だが、他害の恐れのある措置入院患者に対しては治療的管理下のもとで行うべきで無断離院の恐れのある患者に対してはそれを防ぐ適正な看護体制を確立する義務あり。それにも関わらず一般的な注意を与えたのみで無断離院時に適正な看護がなされなかったとして肯定
・因果関係
Aは弁識能力低下、離院時他害の恐れは予見可⇒無断離院と殺人の間の相当因果関係肯定
控訴審（東京高判h.6.2.24）Yの責任について一審判決を引用しておおむね肯定
＜最高裁判決＞
原審の事実認定を肯定、その上で本件の事実関係のもとでは患者の治療及び社会復帰が精神医療の第一義的目標であり他害の恐れという漠然とした不安だけで治療を拒否し、社会復帰から遠ざけてはならないことを考慮してもなお医師らにはAが無断離院をして他害行為をすることを防止すべき注意義務を尽くさなかった過失があり、その過失と本件殺人事件の相当因果関係も肯定できるとして原審を支持
＜感想＞
・本件はより早い段階で防止することができたのではないか？
軽微な他害事件を起こしていた⇒その時点でより適切な治療を行うことができた？
治療目的の制度・運用に不十分な点あり？
・他害の恐れがある措置入院患者への治療と他害防止のための措置のバランスの難しさ
本件において国家賠償を肯定したことは妥当
病院側がより厳重な管理体制を措置入院患者に対して敷くことは間違いない
⇒患者の治療、人権保護という面からは悪影響を及ぼす恐れ（全員が危険なわけではない）
医師や病院の尽くすべき注意義務につき詳細に考え、医者に安心を与える必要アリ？
